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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行新株予約権付社債（第１回新株予約権付社債）（短期社債を除く。）】

銘柄 株式会社マネーパートナーズグループ第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

 （以下、当該新株予約権付社債を「本新株予約権付社債」、そのうち社債部分を「本社

債」、新株予約権部分を「本新株予約権」という。）

記名・無記名の別 ―

券面総額又は振替社債の

総額（円）

金1,000,000,000円

各社債の金額（円） 金１億円

発行価額の総額（円） 金1,000,000,000円

発行価格（円） 各社債の金額100円につき金100円

但し、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。

利率（％） 年1.00％

利払日 毎年３月31日及び９月30日

利息支払の方法 １　利息支払の方法及び期限

 (1）本社債の利息は、払込期日（別記「払込期日」欄に定める。）の翌日から償還すべき

日（別記「償還の方法」欄第２項第(2)号の規定により本社債を繰上償還する場合に

は、同号に従い通知された償還日を含み、以下「償還期日」という。）までこれを付

し、2019年９月30日を第１回の利息支払期日としてその日までの分を支払い、その後

毎年３月31日及び９月30日にその日までの前半か年分を支払う。

 (2）利息支払期日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日に繰り上げる。

 (3）半か年に満たない利息を支払うときは、その半か年の日割をもってこれを計算する。

 (4）償還期日後は、利息を付さない。

 (5）第１回の利息支払期日までに行使の効力が発生した本新株予約権が付された本社債に

ついては、利息を付さない。

 (6）第１回の利息支払期日後に行使の効力が発生した本新株予約権が付された本社債の利

息については、本新株予約権行使の効力発生日の直前の利息支払期日後はこれを付さ

ない。

 ２　利息の支払場所

 別記「（注）６　元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2024年４月11日

償還の方法 １　償還金額

 各社債の金額100円につき金100円

 但し、繰上償還の場合は第２項第(2)号に定める金額による。

 ２　社債の償還の方法及び期限

 (1）本社債は、2024年４月11日（償還期限）にその総額を各社債の金額100円につき金100

円で償還する。

 (2）繰上償還事由

 ①　組織再編行為による繰上償還

 イ　組織再編行為（下記ニ(ⅰ)に定義する。）が当社の株主総会で承認された場合

（株主総会の承認が不要な場合は当社の取締役会で決議された場合。かかる承認

又は決議がなされた日を、以下「組織再編行為承認日」という。）において、承

継会社等（下記ニ(ⅱ)に定義する。）の普通株式がいずれの金融商品取引所にも

上場されない場合には、当社は本新株予約権付社債権者に対して償還日（当該組

織再編行為の効力発生日前の日とする。）の30日前までに通知の上、残存する本

社債の全部（一部は不可）を、以下の償還金額で繰上償還するものとする。

 ロ　上記償還に適用される償還金額は、参照パリティ（下記ハに定義する。）が

100％を超える場合には、各社債の金額100円につき金100円に参照パリティを乗

じた額とし、参照パリティが100％以下となる場合には、各社債の金額100円につ

き金100円とする。
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 ハ　参照パリティは、以下に定めるところにより決定された値とする。

 （ⅰ）当該組織再編行為に関して当社普通株式の株主に支払われる対価が金銭のみ

である場合

 当該普通株式１株につき支払われる当該金銭の額を当該組織再編行為承認日

時点で有効な転換価額（別記（新株予約権付社債に関する事項）「新株予約

権の行使時の払込金額」欄第２項に定義する。）で除して得られた値（小数

第５位まで算出し、小数第５位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）

 （ⅱ）(ⅰ)以外の場合

 会社法に基づき当社の取締役会その他の機関において当該組織再編行為に関

して支払われ若しくは交付される対価を含む条件が決議又は決定された日

（決議又は決定された日よりも後に当該組織再編行為の条件が公表される場

合にはかかる公表の日）の直後の取引日に始まる５連続取引日の東京証券取

引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値を、当該５連続取引日

の最終日時点で有効な転換価額で除して得られた値（小数第５位まで算出

し、小数第５位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とする。当該５

連続取引日において別記（新株予約権付社債に関する事項）「新株予約権の

行使時の払込金額」欄第３項に記載の転換価額の調整事由が生じた場合に

は、当該５連続取引日の当社普通株式の普通取引の終値の平均値は、別記

（新株予約権付社債に関する事項）「新株予約権の行使時の払込金額」欄第

３項に記載の転換価額の調整条項に準じて合理的に調整されるものとする。

 ニ　それぞれの用語の定義は以下のとおりとする。

 （ⅰ）組織再編行為

 当社が消滅会社となる合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割（承継会社等が本社債に基づく当社の義務を引き受け、かつ、本新株予約

権に代わる新たな新株予約権を交付する場合に限る。）、株式交換若しくは

株式移転（当社が他の会社の完全子会社となる場合に限る。）又はその他の

日本法上の会社組織再編手続で、かかる手続により本社債に基づく当社の義

務が他の会社に引き受けられることとなるものをいう。

 （ⅱ）承継会社等

 当社による組織再編行為に係る吸収合併存続会社若しくは新設合併設立会

社、吸収分割承継会社若しくは新設分割設立会社、株式交換完全親会社、株

式移転完全親会社又はその他の日本法上の会社組織再編手続におけるこれら

に相当する会社のいずれかであって、本社債に基づく当社の義務を引き受け

るものをいう。

 ホ　当社は、本号①イに定める通知を行った後は、当該通知に係る繰上償還通知を撤

回又は取り消すことはできない。

 ②　公開買付けによる上場廃止に伴う繰上償還

 イ　当社普通株式について金融商品取引法に基づく公開買付けがなされ、当社が当該

公開買付けに賛同する意見を表明し、当該公開買付けの結果、当社普通株式が上

場されている全ての日本の金融商品取引所においてその上場が廃止となる可能性

があることを当社又は公開買付者が公表又は容認し（但し、当社又は公開買付者

が、当該公開買付け後も当社普通株式の上場を維持するよう努力する旨を公表し

た場合を除く。）、かつ公開買付者が当該公開買付けにより当社普通株式を取得

した場合、当該公開買付けによる当社普通株式の取得日（当該公開買付けに係る

決済の開始日を意味する。）から15日以内に通知の上、当該通知日から30日以上

60日以内の日を償還日として、残存する本社債の全部（一部は不可）を、本号①

に記載の償還の場合に準ずる方式によって算出される償還金額で繰上償還するも

のとする。

 ロ　本号①及び②の両方に従って本社債の償還を義務付けられる場合、本号①の手続

が適用される。但し、組織再編行為により当社普通株式の株主に支払われる対価

を含む条件が公表される前に本号②に基づく通知が行われた場合には、本号②の

手続が適用される。
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 ③　スクイーズアウト事由による繰上償還

 当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、当社普通株式の全

てを対価をもって取得する旨の当社の株主総会の決議がなされた場合（以下「スク

イーズアウト事由」という。）、当社は、本新株予約権付社債権者に対して、実務

上可能な限り速やかに、但し、当該スクイーズアウト事由の発生日から14日以内に

通知した上で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は、当該スクイー

ズアウト事由に係る当社普通株式の取得日より前で、当該通知の日から14営業日目

以降30営業日目までのいずれかの日とする。）に、残存する本社債の全部（一部は

不可）を、本号①に記載の償還の場合に準ずる方式によって算出される償還金額で

繰上償還するものとする。

 ④　支配権変動事由による繰上償還

 イ　本新株予約権付社債権者は、支配権変動事由（下記ロに定義する。）が生じた場

合、当該事由が生じた日後いつでも、その選択により、当社に対し、あらかじめ

書面により通知し、当該通知日から30日以上60日以内の日を償還日として、その

保有する本社債の全部又は一部を、本号①に記載の償還の場合に準ずる方式に

よって算出される償還金額で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を

有するものとする。

 ロ　「支配権変動事由」とは、特定株主グループ（当社の株券等（金融商品取引法第

27条の23第１項に規定する株券等をいう。）の保有者（同法第27条の23第３項に

基づき保有者に含まれる者を含む。）及びその共同保有者（同法第27条の23第５

項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者

を含む。））の株券等保有割合（同法第27条の23第４項に規定する株券等保有割

合をいう。）が50％超となった場合をいう。

 ⑤　社債権者の選択による繰上償還

 イ　本新株予約権付社債権者は、2022年４月11日（但し、同日に先立ち財務制限条項

抵触事由（下記ロに定義する。）が生じた場合には、当該事由が生じた日）以

降、その選択により、当社に対して、償還すべき日の10営業日以上前に事前通知

を行った上で、当該繰上償還日に、その保有する本新株予約権付社債の全部又は

一部を各社債の金額100円につき金100円で繰上償還することを、当社に対して請

求する権利を有する。

 ロ　「財務制限条項抵触事由」とは、当社の各事業年度に係る連結損益計算書に記載

される営業損益が２期連続して損失となった場合、又は、当社の各事業年度末日

における連結貸借対照表に記載される純資産合計の額が、直前の事業年度末日に

おける連結貸借対照表に記載される純資産合計の額の75％を下回った場合をい

う。

 ⑥　上場廃止事由等又は監理銘柄指定による繰上償還

 イ　本新株予約権付社債権者は、当社普通株式について、上場廃止事由等（下記ロに

定義する。）が生じた若しくは生じる合理的な見込みがある場合、又は東京証券

取引所による監理銘柄への指定がなされた若しくはなされる合理的な見込みがあ

る場合には、その選択により、当社に対して、償還すべき日の10営業日以上前に

事前通知を行った上で、当該繰上償還日に、その保有する本新株予約権付社債の

全部又は一部を各社債の金額100円につき金100円で繰上償還することを、当社に

対して請求する権利を有する。

 ロ　「上場廃止事由等」とは、当社又はその企業集団に、東京証券取引所有価証券上

場規程第601条第１項各号に定める事由が発生した場合、又は、当社が本新株予

約権付社債の払込期日以降その事業年度の末日現在における財務諸表又は連結財

務諸表において債務超過となる場合において、当該事業年度の末日の翌日から起

算して６か月を経過する日までの期間において債務超過の状態でなくならなかっ

た場合をいう。

 (3）償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払いは前銀行営業日にこれを繰り上げ

る。
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 ３　買入消却

 (1）当社及びその子会社（下記(3)に定義する。）は、本新株予約権付社債権者と合意の

上、随時本新株予約権付社債をいかなる価格でも買入れることができる。

 (2）当社又はその子会社が本新株予約権付社債を買入れた場合には、当社は、いつでも、

その選択により（当社の子会社が買入れた場合には、当該子会社より消却のために当

該本新株予約権付社債の交付を受けた後）、当該本新株予約権付社債に係る本社債を

消却することができ、かかる消却と同時に当該本新株予約権付社債に係る本新株予約

権は消滅する。

 (3）「子会社」とは、会社法第２条第３号に定める子会社をいう。

募集の方法 第三者割当ての方法により、すべての本新株予約権付社債を株式会社大和証券グループ本社

に割り当てる。

申込証拠金（円） 該当事項なし

申込期間 2019年４月10日

申込取扱場所 株式会社マネーパートナーズグループ　経営管理部

払込期日 2019年４月11日

 本新株予約権を割当てる日は2019年４月11日とする。

 但し、本社債の払込金額が払込期日に払い込まれることを本新株予約権の割当の条件とす

る。

振替機関 株式会社証券保管振替機構

 東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

担保 本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また、本新株予約権付社債のため

に特に留保されている資産はない。

財務上の特約

（担保提供制限）

当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発行後、当社

が国内で今後発行する他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本新

株予約権付社債のためにも担保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。

 上記に基づき本新株予約権付社債に担保権を設定する場合、本社債を担保するのに十分な担

保権を追加設定するとともに、担保権設定登記手続その他担保権の設定に必要な手続を速や

かに完了の上、担保付社債信託法第41条第４項の規定に準じて公告するものとする。

財務上の特約

（その他の条項）

該当事項なし

　（注）１　社債管理者の不設置

本新株予約権付社債は、会社法第702条但書の要件を充たすものであり、社債管理者は設置されない。

２　期限の利益喪失に関する特約

当社は、次のいずれかの事由が発生した場合には、直ちに本社債につき期限の利益を喪失するものとする。

(1）上記「利息支払の方法」欄又は上記「償還の方法」欄の規定に違背したとき。

(2）上記「財務上の特約（担保提供制限）」の規定に違背したとき。

(3）本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をすることができない

とき。

(4）社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、若しくは期限が到来してもその弁済をすることが

できないとき、又は当社以外の社債若しくはその他の借入金債務に対して当社が行った保証債務につい

て履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることができないとき。但し、当該債務の合計額

（邦貨換算後）が50,000,000円を超えない場合は、この限りでない。

(5）破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立てをし、又は取締役会において解散

（合併の場合を除く。）議案を株主総会に提出する旨の決議をしたとき。

(6）破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定又は特別清算開始の命令を受けたと

き。

(7）保有する資産について、差押、仮差押、仮処分若しくは競売開始の申立てがなされたとき又は租税公課

の滞納による督促若しくは差押を受けたとき。

(8）事業を停止し、又は所轄政府機関若しくは規制当局等から業務停止等の処分を受けたとき。

３　本新株予約権付社債の社債権者に対する通知の方法

本新株予約権付社債権者に対する通知は、当社の定款所定の公告の方法によりこれを行う。但し、法令に別

段の定めがある場合を除き、公告に代えて各本新株予約権付社債権者に書面により通知する方法によること

ができる。
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４　社債権者集会に関する事項

(1）本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、開催日の少なくとも２週間前までに本社債の

社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を通知する。

(2）本社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。

(3）本社債の種類（会社法第681条第１号に定める種類をいう。）の社債の総額（償還済みの額を除き、当社

が有する当該社債の金額の合計額は算入しない。）の10分の１以上にあたる本社債を有する本新株予約権

付社債権者は、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社に提出して、社債権

者集会の招集を請求することができる。

５　社債、株式等の振替に関する法律の適用

本新株予約権付社債は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）の規定の適用

を受け、振替機関の振替業に係る業務規程その他の規則に従って取り扱われるものとする。社債等振替法に

従い本新株予約権付社債権者が新株予約権付社債券の発行を請求することができる場合を除き、本新株予約

権付社債に係る新株予約権付社債券は発行されない。社債等振替法に従い本新株予約権付社債に係る新株予

約権付社債券が発行される場合、かかる新株予約権付社債券は無記名式とし、本新株予約権付社債権者は、

かかる新株予約権付社債券を記名式とすることを請求することはできない。

６　元利金の支払い

本社債に係る元利金は、社債等振替法及び振替機関の業務規程その他の規則に従って支払われる。

７　財務代理人、発行代理人及び支払代理人

本社債の財務代理人は株式会社みずほ銀行とする。

財務代理人は、発行代理人及び支払代理人を兼ねるものとする。

財務代理人は、本社債の社債権者に対していかなる義務も責任も負わず、また本社債の社債権者との間にい

かなる代理関係又は信託関係も有しない。

８　本新株予約権付社債について、当社の依頼により、信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信

用格付又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付はない。
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（新株予約権付社債に関する事項）

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式

すべて完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式で

ある。

 なお、単元株式数は100株である。

新株予約権の目的となる

株式の数

本新株予約権の行使により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式

を処分（以下当社普通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」という。）する当社普

通株式の数は、同時に行使された本新株予約権に係る本社債の金額の総額を当該行使時にお

いて有効な転換価額（下記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に定義する。）で除

して得られる数とする。但し、１株未満の端数が生じた場合は、会社法の規定に基づいて現

金により精算する（当社が単元株制度を採用している場合において、本新株予約権の行使に

より単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使さ

れたものとして現金により精算し、１単元未満の株式はこれを切り捨てる。）。なお、かか

る現金精算において生じた１円未満の端数はこれを切り捨てる。

新株予約権の行使時の払

込金額

１　本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

(1）本新株予約権１個の行使に際し、当該本新株予約権が付された各本社債を出資するも

のとする。

 (2）本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額と

する。

 ２　転換価額

 各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる

価額（以下「転換価額」という。）は、407円とする。なお、転換価額は第３項に定め

るところに従い調整されることがある。

 ３　転換価額の調整

 (1）転換価額の調整

 ①　当社は、本新株予約権付社債の発行後、本号②に掲げる各事由により当社の発行済

普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める

算式（以下「新株発行等による転換価額調整式」という。）により転換価額を調整

する。

 
 

    
既発行
普通株式数

＋

発行又は
処分株式数

×１株当たりの発行又は処分価額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
時価

既発行普通株式数＋発行又は処分株式数
 

 ②　新株発行等による転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行

う場合及びその調整後の転換価額の適用時期については、次に定めるところによ

る。

 イ　時価（第(3)号②に定義される。）を下回る払込金額をもってその発行する当社

普通株式又はその処分する当社の有する当社普通株式を引き受ける者の募集をす

る場合（但し、下記ロの場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通

株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び

株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。）

 調整後の転換価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該募集

において株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株

主を定めるための基準日の翌日以降これを適用する。

 ロ　普通株式の株式分割又は無償割当をする場合

 調整後の転換価額は、当該株式分割又は無償割当により株式を取得する株主を定

めるための基準日（基準日を定めない場合は、効力発生日）の翌日以降これを適

用する。
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 ハ　時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株

式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）を発行する場合、又は時価を下回る価額をもって当社普通株式

の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）そ

の他の証券又は権利を発行する場合。なお、新株予約権無償割当て（新株予約権

付社債を無償で割り当てる場合を含む。以下同じ。）は、新株予約権を無償発行

したものとして本ハを適用する。

 調整後の転換価額は、発行される株式又は新株予約権その他の証券又は権利（以

下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で取得又は行使され当

社普通株式が交付されたものとみなして新株発行等による転換価額調整式を準用

して算出するものとし、当該取得請求権付株式等の払込期日又は払込期間末日の

翌日以降、また、当該募集において株主に割り当てを受ける権利を与える場合

は、当該権利を与える株主を定めるための基準日（基準日を定めない場合は、そ

の効力発生日）の翌日以降これを適用する。

 但し、本ハに定める取得請求権付株式等が当社に対する企業買収の防衛を目的と

する発行である旨を、当社が公表のうえ本新株予約権付社債権者に通知したとき

は、調整後の転換価額は、当該取得請求権付株式等について、当該取得請求権付

株式等の要項上、当社普通株式の交付と引換えにする取得の請求若しくは取得条

項に基づく取得若しくは当該取得請求権付株式等の行使が可能となった日（以下

「転換・行使開始日」という。）の翌日以降、転換・行使開始日において取得の

請求、取得条項による取得又は当該取得請求権付株式等の行使により当社普通株

式が交付されたものとみなして新株発行等による転換価額調整式を準用して算出

してこれを適用する。

 ニ　上記イ乃至ハの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準

日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときに

は、上記イ乃至ハにかかわらず、調整後の転換価額は、当該承認があった日の翌

日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認が

あった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算

出方法により、当社普通株式を交付する。

 
 

交付普通株式数＝

（調整前転換価額
－調整後転換価額）

×
調整前転換価額により当該期間内に
交付された普通株式数

調整後転換価額
 

 この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行

わない。

 (2）①　当社は、本新株予約権付社債の発行後、本号②イに定める特別配当を実施する場

合には、次に定める算式（以下「特別配当による転換価額調整式」といい、新株

発行等による転換価額調整式と併せて「転換価額調整式」と総称する。）をもっ

て転換価額を調整する。

 
 

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価－１株当たり特別配当

時価
 

 「１株当たり特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る事業年度の最終

の基準日における各社債の金額（金１億円）当たりの本新株予約権の目的である

株式の数で除した金額をいう。１株当たり特別配当の計算については、円位未満

小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

 ②　イ　「特別配当」とは、2024年４月９日までの間に終了する各事業年度内に到来

する配当に係る各基準日につき、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当

（会社法第455条第２項及び第456条の規定により支払う金銭を含む。金銭以

外の財産を配当財産とする剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価

を配当の額とする。）の額に当該基準日時点における各社債の金額（金１億

円）当たりの本新株予約権の目的である株式の数を乗じて得た金額の当該事

業年度における累計額をいう。
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 ロ　特別配当による転換価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に

係る会社法第454条又は第459条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属

する月の翌月10日以降これを適用する。

 (3）①　転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を切り捨てる。

 ②　転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日（但し、本項

第(1)号②ニの場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京

証券取引所における当社普通株式終値の平均値（終値のない日数を除く。）とす

る。

 この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り

捨てる。

 ③　新株発行等による転換価額調整式で使用する既発行株式数は、当該募集において

株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定め

るための基準日、また、それ以外の場合は、調整後の転換価額を適用する日の１

か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する

当社普通株式の数を控除した数とし、当該転換価額の調整前に本項第(1)号②又

は本項第(4)号に基づき交付されたものとみなされた当社普通株式のうち未だ交

付されていない当社普通株式の数を加えた数とする。また、当社普通株式の株式

分割が行われる場合には、新株発行等による転換価額調整式で使用する発行又は

処分株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社

普通株式の数を含まないものとする。

 ④　転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満

にとどまるときは、転換価額の調整は行わないこととする。但し、次に転換価額

の調整を必要とする事由が発生し転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中

の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額を差引いた額を使用す

るものとする。

 (4）本項第(1)号②及び第(2)号の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる

場合には、当社は、必要な転換価額の調整を行う。

 ①　株式の併合、合併、会社分割又は株式交換のために転換価額の調整を必要とすると

き。

 ②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により

転換価額の調整を必要とするとき。

 ③　転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後

の転換価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮す

る必要があるとき。

 (5）本項第(1)号乃至第(4)号により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書

面によりその旨並びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用

の日その他必要な事項を本新株予約権付社債権者に通知する。但し、適用の日の前日

までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額

金1,000,000,000円

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額

１　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、上記「新株予約権

の行使時の払込金額」欄記載の転換価額（転換価額が調整された場合は調整後の転換価

額）とする。

 ２　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

に関する事項

 (1）本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社

計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、

計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

 

EDINET提出書類

株式会社マネーパートナーズグループ(E03747)

有価証券届出書（参照方式）

 9/19



 
 (2）本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、

上記(1）記載の資本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。

新株予約権の行使期間 本新株予約権の新株予約権者は、2019年４月11日から2024年４月９日（別記「償還の方法」

欄第２項第(2)号に定めるところにより、本社債が繰上償還される場合には、当該償還日の

前営業日）までの間（以下「行使期間」という。）、いつでも、本新株予約権を行使するこ

とができる。但し、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその２銀行営業日前を最

終日とする。行使期間を経過した後は、本新株予約権は行使できないものとする。

 上記にかかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとする。

 (1）当社普通株式に係る株主確定日（会社法第124条第１項に定める基準日をいう。）及び

その前営業日（振替機関の休業日でない日をいう。）

 (2）振替機関が必要であると認めた日

 (3）組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必要であると当社が合理的に判

断した場合は、それらの組織再編行為の効力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30

日以内の当社が指定する期間中は、本新株予約権を行使することはできない。この場合

には停止期間その他必要な事項をあらかじめ本新株予約権付社債権者に通知する。

新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び

払込取扱場所

１　新株予約権の行使請求の受付場所

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

２　新株予約権の行使請求の取次場所

 該当事項なし

 ３　新株予約権の行使請求の払込取扱場所

 該当事項なし

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

自己新株予約権の取得の

事由及び取得の条件

該当事項なし

なお、本新株予約権の取得事由は定めない。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより、本新株予

約権又は本社債の一方のみを譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項 １　本新株予約権１個の行使に際し、当該本新株予約権が付された各本社債を出資するもの

とする。

 ２　本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とす

る。

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

 

当社が組織再編行為を行う場合は、別記「償還の方法」欄第２項第(2)号①に基づき本新株

予約権付社債の繰上償還を行う場合を除き、承継会社等をして、組織再編行為の効力発生日

の直前において残存する本新株予約権付社債に付された本新株予約権の所持人に対して、当

該本新株予約権の所持人の有する本新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、承継会社

等の新株予約権で、下記第(1)号乃至第(10)号に掲げる内容のもの（以下「承継新株予約

権」という。）を交付させるものとする。この場合、組織再編行為の効力発生日において、

本新株予約権は消滅し、本社債に係る債務は承継会社等に承継され、本新株予約権の所持人

は、承継新株予約権の所持人となるものとし、本新株予約権付社債の要項の本新株予約権に

関する規定は承継新株予約権について準用する。

 (1）交付される承継会社等の新株予約権の数

 当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保

有する本新株予約権の数と同一の数とする。

 (2）承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類

 承継会社等の普通株式とする。

 (3）承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数

 承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組

織再編行為の条件を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、以

下に従う。なお、転換価額は上記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項と同様の

調整に服する。
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 ①　合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承

継会社等の新株予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本

新株予約権を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編行為

において受領する承継会社等の普通株式の数を受領できるように、転換価額を定め

る。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他の財産が

交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市場価値を承継会社等の普通株式の時

価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるように

する。

 ②　その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社

等の新株予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予

約権を行使した場合に本新株予約権付社債の所持人が得ることのできる経済的利益と

同等の経済的利益を受領できるように、転換価額を定める。

 (4）承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算

定方法

 承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会

社等の新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額

とする。

 (5）承継会社等の新株予約権を行使することができる期間

 当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅

い日から、上記「新株予約権の行使期間」欄に定める本新株予約権の行使期間の満了日

までとし、上記「新株予約権の行使期間」欄に準ずる制限に服する。

 (6）承継会社等の新株予約権の行使の条件

 上記「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定する。

 (7）承継会社等の新株予約権の取得条項

 定めない。

 (8）承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

 承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額と

する。

 (9）組織再編行為が生じた場合

 本欄の規定に準じて決定する。

 (10）その他

 承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する承継会社等の普通株式の数

につき、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わない

（承継会社等が単元株制度を採用している場合において、承継会社等の新株予約権の行

使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権

が行使されたものとして現金により精算し、１株未満の端数はこれを切り捨てる。）。

また、当該組織再編行為の効力発生日時点における本新株予約権付社債の所持人は、本

社債を承継会社等の新株予約権とは別に譲渡することができないものとする。かかる本

社債の譲渡に関する制限が法律上無効とされる場合には、承継会社等が発行する本社債

と同様の社債に付された承継会社等の新株予約権を、当該組織再編行為の効力発生日直

前の本新株予約権付社債の所持人に対し、本新株予約権及び本社債の代わりに交付でき

るものとする。

　（注）１　本社債に付された新株予約権の数

各本社債に付された本新株予約権の数は１個とし、合計10個の本新株予約権を発行する。

２　本新株予約権の行使請求の方法

(1）本新株予約権の行使請求は、本新株予約権者が本新株予約権付社債の振替を行うための口座の開設を受け

た振替機関又は口座管理機関に対し行使請求に要する手続きを行い、行使請求期間中に当該振替機関又は

口座管理機関により行使請求受付場所に行使請求の通知が行われることにより行われる。

(2）振替機関又は口座管理機関に対し行使請求に要する手続を行った者は、その後、これを撤回することがで

きない。

３　本新株予約権の行使請求の効力発生時期
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(1）本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に要する事項の通知が行使請求受付場所に到達した日に発生

する。

(2）本新株予約権の行使の効力が発生したときは、当該本新株予約権に係る本社債について弁済期が到来する

ものとする。

４　株式の交付方法

当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後、当該行使請求に係る本新株予約権付社債権者に対し、当該

本新株予約権付社債権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増

加の記録を行うことにより株式を交付する。

５　本新株予約権と引き換えに金銭の払込みを要しないこととする理由

本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、本社債からの分離譲渡はできず、か

つ本新株予約権の行使に際して当該新株予約権に係る本社債が出資され、本社債と本新株予約権が相互に密

接に関係することを考慮し、また、本新株予約権の価値と本社債の利率、払込金額等のその他の発行条件に

より当社が得られる経済的価値とを勘案して、本新株予約権と引換えに金銭の払い込みを要しないこととす

る。

６　本新株予約権の行使に関するその他の合意事項

当社は、割当予定先との間で2019年３月25日付で締結する予定の引受契約（以下「本引受契約」という。）

において、本新株予約権の行使について、割当予定先は、2019年４月11日から2019年10月10日までの期間

は、本新株予約権を行使しないことを合意する予定である。なお、本新株予約権を割当予定先に割当てる日

は2019年４月11日とする予定である。

 

２【新株予約権付社債の引受け及び新株予約権付社債管理の委託】

　該当事項はありません。

 

３【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

1,000,000,000 20,000,000 980,000,000

　（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２．発行諸費用は、主に、大和証券株式会社に対するアドバイザリー費用、財務代理人費用、新株予約権付社債

評価費用及びその他事務費用（印刷事務費用、登記費用）等からなります。

 

（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額980,000,000円につきましては、仮想通貨交換業を営むことを目的として2019年５月に

設立予定の当社100％子会社（以下、「本新会社」といいます。）の設立及び増資に係る出資金に、2020年３

月までに充当する予定であります。

　調達した資金は、実際の支出までは当社が当社銀行口座にて安定的な資金管理を図ります。

資金の具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期

本新会社の設立に係る出資金 200 2019年５月

本新会社の増資に係る出資金 780 2020年１月～３月

 

＜手取金の使途について＞

①　本新会社の設立に係る出資金

　本新会社が仮想通貨交換業の登録を受けるための登録作業及び体制整備を行うため、設立段階で200百

万円の出資を行います。当該設立資金は、本新会社において、運転資金に充当される予定であります。

②　本新会社の増資に係る出資金

　本新会社が仮想通貨交換業の登録を受けることを条件に、780百万円の増資に係る出資を行います。当

該増資資金は、本新会社において、仮想通貨交換業に係るシステム投資に650百万円、業務開始までの

マーケティング費用や人件費等の事前活動費用に100百万円、残額は、業務開始以降の運転資金に充当さ

れる予定であります。

　なお、本新会社による仮想通貨交換業の登録が当初の予定通りに進捗しなかった場合は、増資資金とし

ての支出予定時期も延期する予定であり、実際の支出までは当社が当社銀行口座にて安定的な資金管理を

図ります。

　また、本新会社が仮想通貨交換業の登録を受けることができない場合には、代替資金使途として、2020

年６月末までを目途に本新会社の事業とは異なる事業への使用となるものの金融商品取引業を営む当社
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100％子会社である株式会社マネーパートナーズへの出資金に充当し、同社では当該出資金は運転資金に

充当される予定であり、実際の支出までは当社が当社銀行口座にて安定的な資金管理を図ります。

 

＜募集の目的及び理由＞

　当社は、分散型台帳技術、分散型ネットワークであるブロックチェーン（注１）の将来性に注目しており、

とりわけブロックチェーンと密接な関係にある仮想通貨と法定通貨の交換を行う業務は、外国為替証拠金取引

をはじめとする投資・金融サービス業を営んでいる当社グループにとって、新たな事業機会を得ることのでき

る事業領域と認識しております。これまで、当社の100％子会社である株式会社マネーパートナーズは、同社

が既に行っている資金決済サービスとの相乗効果による収益拡大の観点から、2017年９月29日に仮想通貨交換

業の登録を受け、仮想通貨を同社の既存サービスである複数通貨対応プリペイドカードを通じて決済に利用で

きる等の連携サービスを行うべく準備を進めております。しかしながら、昨今のマネー・ローンダリング対策

強化の流れの中、同社の取引先である金融機関等には仮想通貨の取扱い自体を高リスクであるとして仮想通貨

交換業者を取引の相手方から排除する動きがみられ、現段階での仮想通貨関連サービスの提供は、同社の仮想

通貨交換業以外の既存サービスへの悪影響が懸念されることから、開始に至っておりません。このような状況

の中、当社は、同社が外部環境の制約が解消し、サービス開始を見送っていた期間の法令・ルールの変遷に対

応すべく業務運営体制を改めて整備することにより仮想通貨関連サービスの提供を開始できる状況となること

を待ちつつも、2018年10月に仮想通貨交換業における自主規制団体として一般社団法人日本仮想通貨交換業協

会が資金決済に関する法律第87条に基づく認定資金決済事業者協会に認定されたことをきっかけに仮想通貨に

関する法令・ルールが急ピッチに整備されつつあること、2018年１月の仮想通貨の不正流出事件をきっかけと

する相場急落及び市場規模の縮小を経たにも関わらず、仮想通貨取引市場は代表的仮想通貨銘柄であるビット

コインの国内取引高（差金決済取引及び先物取引を含む）（注２）について不正流出事件以前の月次の最大取

引高（約12百万ＢＴＣ）を2018年８月、11月、12月の各月においてそれぞれ約12百万ＢＴＣ、約16百万ＢＴ

Ｃ、約18百万ＢＴＣと更新し続け、2019年２月にも約13百万ＢＴＣを上回るなど再び成長の兆しを取り戻して

いること等を踏まえ、仮想通貨交換業を専業とし、キャピタルゲイン目的のトレードを含む仮想通貨と法定通

貨の交換業務を広く取扱う事業を、本新会社を通じて開始することと致しました。当該事業は、株式会社マ

ネーパートナーズが主な目的とする資金決済サービスの付帯的なサービスとしての仮想通貨交換業とは異な

り、多数の顧客による多額の預り資産、大量の取引を前提として仮想通貨交換そのものから得られる収益を主

目的とするものである点で株式会社マネーパートナーズの事業とは棲み分けを行い、当社グループが外国為替

証拠金取引において培ったノウハウを活かせる一方、事業運営に係るリスクに備えるため、より強固な資本基

盤やより高度な内部管理態勢を要するものと考えております。一方、当社の筆頭株主であり日本有数の金融グ

ループの持株会社である株式会社大和証券グループ本社とは従前よりブロックチェーン関連分野で協力して事

業展開を行うことを協議しており、業務提携契約を締結するに至ったことから、同社が割当先として最適であ

るものと判断いたしました。これらにより、株式会社大和証券グループ本社を割当予定先とする本新株予約権

付社債の発行及び手取金の本新会社への出資金への充当は、当社グループの成長及び収益拡大に資するものと

考えております。

　（注１）　ブロックチェーンとは、分散型ネットワークを構成する多数のコンピュータに、ブロックと呼ば

れる暗号技術を用いて生成されるデータを鎖（チェーン）のように連結していくことにより保管

する技術のことであります。

　（注２）　各取引高は、主要取引所を対象とする各取引所ＡＰＩによる当社集計数値を記載しております。

 

＜新株予約権付社債による資金調達を選択する理由＞

　当社は、本新会社への出資金のための必要資金を確保するにあたり、複数の資金調達方法を検討いたしまし

た。その結果、以下の理由により第三者割当の方法による本新株予約権付社債の発行が最も適した調達方法で

あるという結論に至りました。

①　公募増資又は第三者割当の方法による新株式の発行により資金調達を行う場合、一度に新株式を発行して

資金調達を完了させることができ、かつ償還の必要がない反面、流通市場への株式数の流入が即時に発生

するため、株価に大きな影響を及ぼす可能性があります。一方、転換社債型新株予約権付社債による資金

調達手法は、即時に希薄化が生じることがないことから、株価への影響が相対的に軽減されることが期待

されます。また、払込期日に総額1,000,000,000円が払い込まれるため、発行当初にまとまった資金調達

ができます。

②　新株予約権による資金調達は、一般に、転換社債型新株予約権付社債と同様に即時の希薄化を避けること

ができる反面、当初想定していた時期、金額での資金調達ができない可能性があるというデメリットがあ

ると考えられております。

③　銀行借入れにより調達した場合、相応の利息の支払いと満期での元本の返済が必要となるところ、転換社

債型新株予約権付社債では比較的低金利で多額の調達が可能となり、かつ、将来的に株価が上昇し株式へ

の転換が進む場合には、額面相当額の返済を要せず、財務基盤が強化することが期待されます。
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　また、株式価値の希薄化が生じる時期を可能な限り遅らせることができるよう割当予定先と協議した結果、

本新株予約権付社債の調達資金による本新会社の事業拡大及び収益力の向上を確認するために相当な期間とし

て、上記「１　新規発行新株予約権付社債（第１回新株予約権付社債）（短期社債を除く。）」の「（新株予

約権付社債に関する事項）　注(6）本新株予約権の行使に関するその他の合意事項」に記載のとおり、2019年

４月11日から2019年10月10日までの期間は、割当予定先は本新株予約権を行使しない旨を本引受契約で合意す

る予定です。以上の点により、既存株主の利益に配慮することを前提に当社の資金ニーズに対応しながら、当

社の中長期的な企業価値の向上と株式価値の最大化を目指すことが割当予定先の利益にもつながるため、本引

受契約を締結した上で、第三者割当の方法により本新株予約権付社債を発行することが最も適した調達方法で

あるという結論に至りました。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。
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第３【第三者割当の場合の特記事項】

１【割当予定先の状況】

ａ　割当予定先の概要

名称 株式会社大和証券グループ本社

本店の所在地 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

直近の有価証券報告書等の提出日

有価証券報告書

事業年度　第81期（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

2018年６月28日関東財務局長に提出

 

四半期報告書

事業年度　第82期第１四半期（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

2018年８月３日関東財務局長に提出

事業年度　第82期第２四半期（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）

2018年11月９日関東財務局長に提出

事業年度　第82期第３四半期（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）

2019年２月７日関東財務局長に提出

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係

当社が保有している割当予定先の株

式の数（2018年12月31日時点）
該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株

式の数（2018年12月31日時点）

当社普通株式6,029,100株（発行済株式総数（自己株式を除く。）

の18.49％）を保有しております

人事関係 割当予定先は、当社に対して社外取締役１名を派遣しております。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

ｃ　割当予定先の選定理由

　上記「第１　募集要項　３　新規発行による手取金の使途　＜募集の目的及び理由＞」に記載のとおり、当社と

ブロックチェーン関連分野で協力して事業展開を行う株式会社大和証券グループ本社との関係の強化は、当社によ

る本新会社の事業運営のより安定的かつ円滑な遂行に資するものと考えております。また、本新会社の事業を通じ

ての収益の最大化を図ることは、当社グループの中長期的企業価値向上に資するものと判断し、株式会社大和証券

グループ本社を第三者割当の割当予定先として選定いたしました。

 

ｄ　割り当てようとする株式の数

　株式会社大和証券グループ本社に割り当てようとする本新株予約権付社債に付された本新株予約権の目的である

株式の総数は2,457,000株であります。

　なお、上記株数は、本新株予約権付社債が、上記「第１　募集要項　１　新規発行新株予約権付社債（第１回新

株予約権付社債）（短期社債を除く。）」の（新株予約権付社債に関する事項）「新株予約権の行使時の払込金

額」欄に記載の転換価額においてすべて転換された場合に発行される当社普通株式の数であり、同欄に記載すると

ころにより転換価額が調整された場合には、これに従い調整されます。

 

ｅ　株券等の保有方針

　当社は、割当予定先とブロックチェーン技術を用いた業務及びブロックチェーン技術に係るコンサルティング業

務について提携を行う趣旨に鑑み、本新株予約権付社債及び本新株予約権付社債に係る新株予約権の行使により交

付を受けることとなる当社普通株式を中長期的に保有する方針である旨の説明を割当予定先から口頭にて受けてお

ります。なお、上記「１　新規発行新株予約権付社債（第１回新株予約権付社債）（短期社債を除く。）　新株予

約権付社債に関する事項　（注）６　本新株予約権の行使に関するその他の合意事項」に記載のとおり、2019年４

月11日から2019年10月10日までの期間は、原則として、割当予定先は本新株予約権を行使できない予定であり、し

たがって転換後の普通株式が売却されることはありません。
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ｆ　払込みに要する資金等の状況

　当社は、割当予定先から、本株式の払込金額（発行価額）の総額の払込みに要する資金は確保されている旨の報

告を受けており、また、割当予定先の四半期報告書（第82期第３四半期）に記載されている連結財務諸表により、

割当予定先がかかる払込みに要する十分な現預金その他の流動資産を保有していることを確認していることから、

当社としてかかる払込みに支障はないと判断しております。

 

ｇ　割当予定先の実態

　割当予定先は、会社の履歴、役員、主要株主等について有価証券報告書等において公表している株式会社東京証

券取引所市場第一部の上場会社であります。

　また、当社は割当予定先が株式会社東京証券取引所に提出しているコーポレートガバナンス報告書（2018年12月

28日付）において、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨むことを基本姿勢として明示しており、反社会的

勢力に関する問題発生時には、組織的な対応を行う体制を整備しているとされていることを確認しています。

　以上のことから、当社は割当予定先及びその役員又は経営に実質的に関与するものが反社会的勢力と一切関係が

ないものと判断しております。

 

２【株券等の譲渡制限】

　当社は、割当予定先との間で、当社の取締役会の決議による承認がない限り、本新株予約権付社債の譲渡、贈与、

担保提供その他一切の処分をすることができない旨を本引受契約において合意する予定です。ただし、割当予定先

が、本新株予約権の行使により交付された当社普通株式を第三者に譲渡又は担保提供することを妨げません。

 

３【発行条件に関する事項】

ａ　発行価格の算定の根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

　当社は、本新株予約権付社債の発行条件の決定にあたっては、公正性を期すため独立した第三者機関である株式

会社プロキューブジャパン（本社：東京都千代田区有楽町一丁目７番１号、代表者：畑下裕雄）（以下「プロ

キューブジャパン」といいます。）に本新株予約権付社債の価値算定を依頼した上で、本新株予約権付社債の評価

報告書（以下「評価報告書」といいます。）を受領いたしました。プロキューブジャパンは、本新株予約権付社債

の発行要項等に定められた諸条件を相対的に適切に算定結果に反映できる価格算定モデルとして、一般的な価格算

定モデルのうちモンテカルロ・シミュレーションを用いて本新株予約権付社債の評価を実施しています。また、プ

ロキューブジャパンは、本新株予約権付社債の発行要項等に定められた諸条件及び評価基準日の市場環境等を考慮

した一定の前提の下、本新株予約権付社債の公正価値を算定しております。

　なお、本新株予約権付社債の転換価額につきましては、当社の財政状態及び経営状態を鑑み、投資割当先と協議

の結果、407円と決定いたしました。なお、この転換価額は、2019年３月22日（取締役会決議日の前営業日）にお

ける当社普通株式終値290円に対して40.34％のプレミアム、１ヶ月の終値平均293円に対して38.91％のプレミア

ム、３ヶ月の終値平均291円に対して39.86％のプレミアム及び６ヶ月の終値平均325円に対して25.23％のプレミア

ムとなります。

　その上で、当社は、本新株予約権付社債の発行価格（各社債の金額100円につき金100円）をプロキューブジャパ

ンによる評価額（各社債の金額100円につき95.41円）を上回る金額で決定しており、本社債に本新株予約権を付す

ことにより当社が得ることのできる経済的利益すなわち本新株予約権の実質的な対価と本新株予約権の公正な価値

とを比較し、本新株予約権の実質的な対価が本新株予約権の公正な価値を大きく下回る水準ではなく、本新株予約

権付社債の発行が特に有利な条件に該当しないと判断いたしました。

　なお、当社監査等委員である取締役４名（うち社外取締役４名）全員は発行要項の内容の説明を受けた結果に加

え、評価報告書の結果及び上記取締役会での検討内容を踏まえ検討し、当社及び割当予定先から独立した第三者算

定機関であるプロキューブジャパンが本新株予約権の算定を行っていること、プロキューブジャパンによる本新株

予約権の価格算定方法は金融工学により一般的に認められた合理的な方法であること、本新株予約権の評価額に影

響を及ぼす可能性のある主要な事実をその評価の基礎とし、その算定過程及び前提条件等に関して不合理な点は見

当たらないこと、本新株予約権の払込金額はかかる評価額の範囲に含まれているものであることから、本新株予約

権付社債の発行は割当予定先に特に有利な条件での発行には該当せず、適法であるとの意見を表明しております。
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ｂ　発行数量及び株式の希薄化の規模の合理性に関する考え方

　本新株予約権付社債が転換価額407円によりすべて転換された場合に交付される当社普通株式の数の合計数は

2,457,000株（議決権の数24,570個）であり、これは、2019年２月28日現在の当社の発行済株式総数33,801,900株

の7.27％（2018年９月30日現在の議決権の総数325,871個の7.54％）に相当します。

　しかし、本新株予約権付社債の発行により調達する資金を、上記「第１　募集要項　３　新規発行による手取金

の使途　(2）手取金の使途」に記載のとおり本新会社への出資金に充当することにより、一層の事業拡大及び収益

力の向上に資するものと考えていることから、本新株予約権付社債の発行による株式の希薄化の規模は合理的であ

ると判断しております。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　該当事項はありません。

 

５【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合

株式会社大和証券グループ本社
東京都千代田区丸の内一丁目９

番１号
6,029,100 18.50％ 8,486,100 24.22％

シンプレクス株式会社
東京都港区虎ノ門一丁目23番１

号
1,800,000 5.52％ 1,800,000 5.14％

HAITONG INTERNATIONAL

SECURITIES COMPANY LIMITED

700700

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

22/F., LI PO CHUN CHAMBERS,

189 DES VOEUX ROAD CENTRAL,

HONG KONG

（東京都港区港南二丁目15番１

号）

1,781,400 5.47％ 1,781,400 5.08％

奥山　泰全 東京都豊島区 955,800 2.93％ 955,800 2.73％

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３

号
930,500 2.86％ 930,500 2.66％

福島　秀治 千葉県我孫子市 881,300 2.70％ 881,300 2.51％

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社

（役員報酬ＢＩＰ信託口・

75965口）

東京都港区浜松町二丁目11番３

号
790,563 2.43％ 790,563 2.26％

北辰不動産株式会社
東京都港区西麻布三丁目２番１

号
627,000 1.92％ 627,000 1.79％

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11

号
519,000 1.59％ 519,000 1.48％

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口５）

東京都中央区晴海一丁目８番11

号
489,000 1.50％ 489,000 1.40％

計 ― 14,803,663 45.43％ 17,260,663 49.25％

　（注）１　2018年９月30日現在の株主名簿を基準として記載しております。

２　上記のほか、自己株式1,202,300株を所有しております。なお、自己株式には、役員向け業績連動型株式報

酬制度に係る信託が所有する当社株式790,563株を含んでおりません。

３　割当後の所有株式数及び割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、2018年９月30日現在の総議決

権数325,871個に、本新株予約権付社債が転換価額407円によりすべて転換された場合に交付される当社普通

株式2,457,000株に係る議決権の数24,570個を加えて算定しております。
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４　2017年８月23日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ベネフィット・パワー・インク

（BENEFIT POWER INC.）が2017年８月16日現在で以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当

社として2018年９月末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

ベネフィット・パワー・インク

（BENEFIT POWER INC.）

イギリス領ヴァージン諸島、トルトラ

島、ロードタウンウィッカムズ・ケイ

１、ＯＭＣ室

1,781,400 5.27

 

６【大規模な第三者割当の必要性】

　該当事項はありません。

 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

８【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第14期（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）　2018年６月18日関東財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第15期第１四半期（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）　2018年７月30日関東財務局長に提出

　事業年度　第15期第２四半期（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）　2018年10月30日関東財務局長に提出

　事業年度　第15期第３四半期（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）　2019年１月30日関東財務局長に提出

 

３【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（2019年３月25日）までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2018年６月18日に関

東財務局長に提出

 

４【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（2019年３月25日）までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時報告書を2019年３月25日に関東財

務局長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」といいます。）に記載

された「事業等のリスク」について、有価証券報告書等の提出日以後本有価証券届出書提出日（2019年３月25日）まで

の間において生じた変更その他の事由はありません。

　また、有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日（2019

年３月25日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載すべき将来に関する事項もありません。

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
株式会社マネーパートナーズグループ　本店

（東京都港区六本木三丁目２番１号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社マネーパートナーズグループ(E03747)

有価証券届出書（参照方式）

19/19


	表紙
	本文
	第一部証券情報
	第１募集要項
	１新規発行新株予約権付社債（第１回新株予約権付社債）（短期社債を除く。）
	２新株予約権付社債の引受け及び新株予約権付社債管理の委託
	３新規発行による手取金の使途
	（１）新規発行による手取金の額
	（２）手取金の使途


	第２売出要項
	第３第三者割当の場合の特記事項
	１割当予定先の状況
	２株券等の譲渡制限
	３発行条件に関する事項
	４大規模な第三者割当に関する事項
	５第三者割当後の大株主の状況
	６大規模な第三者割当の必要性
	７株式併合等の予定の有無及び内容
	８その他参考になる事項

	第４その他の記載事項

	第二部公開買付けに関する情報
	第三部参照情報
	第１参照書類
	１有価証券報告書及びその添付書類
	２四半期報告書又は半期報告書
	３臨時報告書
	４臨時報告書

	第２参照書類の補完情報
	第３参照書類を縦覧に供している場所

	第四部提出会社の保証会社等の情報
	第五部特別情報

